
（
法
第
二
十
六
条
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
）

（
法
第
二
十
六
条
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
）

第
三
条

法
第
二
十
六
条
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
税
目
ご
と
に
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
場
合
と
す
る
。

第
三
条

法
第
二
十
六
条
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
税
目
ご
と
に
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
場
合
と
す
る
。

一

不
動
産
取
得
税

同
意
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
対
象
施
設
を
設
置
し
た
者
（
以
下
「
施

設
設
置
者
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
、
当
該
対
象
施
設
の
用
に
供
す
る
家
屋
（
当
該
施
設
の
用
に
供
す
る
部
分

に
限
る
も
の
と
し
、
事
務
所
等
に
係
る
も
の
を
除
く
。）又
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得
（
同
意
日
以
後

の
取
得
に
限
り
、
か
つ
、
土
地
の
取
得
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に

当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
限
る
。）

に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課
税
を
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
場
合

一

不
動
産
取
得
税

同
意
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
対
象
施
設
を
設
置
し
た
者
（
以
下
「
施

設
設
置
者
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
、
当
該
対
象
施
設
の
用
に
供
す
る
家
屋
（
当
該
施
設
の
用
に
供
す
る
部
分

に
限
る
も
の
と
し
、
事
務
所
等
に
係
る
も
の
を
除
く
。）又
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得
（
同
意
日
以
後

の
取
得
に
限
り
、
か
つ
、
土
地
の
取
得
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に

当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
限
る
。）

に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課
税
を
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
場
合

﹇
二

略
﹈

﹇
二

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

令和年月日 月曜日 (号外特第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
第
九
条
等
の
地
方
税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条

第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
第
九
条
等
の
地
方
税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
第
一
条
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
新
設
さ
れ
、
又
は
増
設
さ
れ

る
施
設
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
新
設
さ
れ
、
又
は
増
設
さ
れ
た
施
設
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第
二
十
六
条
の
地
方
公
共
団
体
等
を
定
め
る
省
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条

地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第
十
三
条
第
四
項
又
は
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
た
日
が
施
行
日
前
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
域
経

済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第
二
十
六
条
の
地
方
公
共
団
体
等
を
定
め
る
省
令
第
一
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
総
務
省
令
第
二
十
九
号

山
村
振
興
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
十
一
号
）、
中
心
市
街
地
に
お
け
る
市
街
地
の
整
備
改

善
及
び
商
業
等
の
活
性
化
の
一
体
的
推
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
五
十

四
号
）
及
び
民
間
事
業
者
の
能
力
の
活
用
に
よ
る
特
定
施
設
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
及
び
輸
入
の
促
進

及
び
対
内
投
資
事
業
の
円
滑
化
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
を
廃
止
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
三
十
一
号
）
の
施
行

に
伴
い
、
山
村
振
興
法
第
十
四
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
等
を

廃
止
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
七
年
三
月
三
十
一
日

総
務
大
臣

村
上
誠
一
郎

山
村
振
興
法
第
十
四
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
等
を
廃

止
す
る
省
令

次
に
掲
げ
る
省
令
は
、
廃
止
す
る
。

一

山
村
振
興
法
第
十
四
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
三

年
自
治
省
令
第
八
号
）

二

特
定
商
業
集
積
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
十
五
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用

さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
三
年
自
治
省
令
第
十
九
号
）

三

輸
入
の
促
進
及
び
対
内
投
資
事
業
の
円
滑
化
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
第
十
一
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う

措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
七
年
自
治
省
令
第
三
十
二
号
）

四

輸
入
の
促
進
及
び
対
内
投
資
事
業
の
円
滑
化
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
第
十
一
条
の
地
方
公
共
団
体
の
特
例
を
定
め

る
省
令
（
平
成
八
年
自
治
省
令
第
十
二
号
）

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
総
務
省
令
第
三
十
号

地
方
税
法
及
び
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
七
号
）
及
び

地
方
税
法
施
行
令
及
び
国
有
資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
七
年
政
令
第
百

十
九
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）及
び
地
方
税
法
施
行
令（
昭

和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ

う
に
定
め
る
。

令
和
七
年
三
月
三
十
一
日

総
務
大
臣

村
上
誠
一
郎

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
の
八
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と
し
て
次
の
一
項
を
加
え
る
。

法
第
二
十
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、地
方
団
体
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機（
入

出
力
装
置
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）と
公
示
事
項
（
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
示
事
項
を
い
う
。

第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
閲
覧
を
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
地
方
団
体
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

と
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
接
続
で
き
、
正
常
に
通
信
で
き
る
機
能
を
備
え
た
も
の
に
限
る
。）と
を
電
気
通
信
回
線

で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

地
方
団
体
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
公
示
事
項
を
当
該
公
示
事
項

の
閲
覧
を
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
の
映
像
面
に
表
示
す
る
も
の

二

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
接
続
さ
れ
た
自
動
公
衆
送
信
装
置
（
著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第

二
条
第
一
項
第
九
号
の
五
イ
に
規
定
す
る
自
動
公
衆
送
信
装
置
を
い
う
。
第
三
十
一
条
の
十
に
お
い
て
同
じ
。）を

使
用
す
る
も
の

第
一
条
の
九
の
九
第
三
項
第
一
号
中
「
法
人
の
株
主
等
」
の
下
に「（
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）

第
二
条
第
十
四
号
に
規
定
す
る
株
主
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
る
。

第
二
条
の
四
第
二
項
た
だ
し
書
中
「
に
規
定
す
る
」
を
「
に
よ
る
」
に
改
め
、「
七
年
」
の
下
に「（
当
該
退
職
手
当
等

が
所
得
税
法
施
行
令
第
七
十
二
条
第
三
項
第
七
号
に
掲
げ
る
一
時
金
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
十
年
）」を
加
え
る
。

第
二
条
の
五
の
三
第
一
項
た
だ
し
書
を
削
る
。

第
三
条
第
一
項
の
表

中「（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）」を
削
り
、「
第
百
四
十
五
条
の
五
」
を
「
第
百
四
十
五

条
の
十
三
」
に
改
め
、
同
表

中
「
第
九
条
の
七
第
二
十
九
項
並
び
に
第
九
条
の
七
の
二
第
四
項
及
び
第
五
項
」を「
第

九
条
の
七
第
二
十
七
項
並
び
に
第
九
条
の
七
の
二
第
五
項
及
び
第
六
項
」
に
改
め
る
。
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